
平成２５年度税制改正（地方税）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ４ 府 省 庁 名 厚生労働省         

対象税目 個人住民税  法人住民税  住民税(利子割)  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 
項目名 

社会医療法人に対する寄附に係る寄附金控除等の創設 

 
要望内容 
（概要） 
 
 
 
 
 

 

 
国税において 
・社会医療法人に寄附をした場合の寄附金について所得控除あるいは税額控除を行う。 
・社会医療法人に寄附をした法人について、当該寄附金を一般の損金算入限度額とは別に損金算入する。 
・社会医療法人に相続財産を寄附した場合に相続税を非課税とする。 
 
を要望しており、これらが認められた際には、法人税額等の軽減に伴い、これら国税を元に算出される個人
住民税、法人住民税及び法人事業税について軽減の効果が生じる。 

 
関係条文 

 所得税法第78条、所得税法施行令第215条・第216条・第217条、租税特別措置法第70条、租税特別 
 措置法施行令第40条の3、法人税法第2条・第37条、法人税法施行令第73条・第77条、地方税法第23
条・第37条の2・第51条・第72条の2・第72条の12・第72条の23・第72条の24の7・第292条・第
294条・第314条の4 

減収 
見込額 

（初年度）  ▲１４ （  －  ） （平年度）  ▲１４ （  －  ） （単位：百万円） 

 
要望理由 

⑴ 政策目的 

救急医療等確保事業などを実施する公益性の高い法人である社会医療法人に寄附税制措置を講じることにより、
地域住民に対し必要な医療提供体制の確保を図る。 

 

⑵  施策の必要性 

社会医療法人は、救急医療等確保事業の実施などにより、地域住民に必要不可欠な医療を提供している公益性の
高い法人である。 

そのため、社会医療法人の経営の安定化を図ることにより、地域医療を継続して安定的に供給できる体制を構築
していく必要がある。 

 
 
 
 

本要望に 
対応する 
縮減案 

なし 
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合
理
性 

政策体系におけ
る政策目的の位
置付け 

（基本目標） 
Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること 
（施策大目標） 
１ 地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること 
（施策目標） 
１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること 
 

政策の 
達成目標 

地域住民にとって必要とされる医療提供体制の充実 
 地域において必要不可欠な医療を担う社会医療法人の財政基盤の一部を地域住民が寄附とい
う形で支えることは必要であり、適切である。 

 

税負担軽減措
置等の適用又
は延長期間 

 
恒久措置 

同上の期間中
の達成目標 

 
地域住民にとって必要とされる医療提供体制の充実 

政策目標の 
達成状況 

 
― 

有
効
性 

要望の措置の 
適用見込み 

 
過去の社会医療法人に対する寄附の実績から推計して、一定の適用が見込める。  

要望の措置の 
効果見込み 
（手段としての
有効性） 

 
本措置により社会医療法人への寄附が促進され、法人の経営の安定化に資する。 

相
当
性 

当該要望項目 
以外の税制上の
支援措置 

 
社会医療法人における医療保健業（本来業務）の非課税措置 

予算上の措置等
の要求内容 
及び金額 

・ 医療施設等施設･設備整備費補助金(24年度予算額：1,156百万円) 
・ 医療施設運営費等補助金（24年度予算額：2,947百万円） 
・ 医療提供体制推進事業費補助金（24年度予算額：25,000百万円） 
・ 医療提供体制施設整備交付金（24年度予算額：3,871百万円） 
・ 福祉医療機構融資（24年度予算：358,800百万円） 
 

 

上記の予算上
の措置等と 
要望項目との
関係 

医療法人による医療施設の施設・設備の整備、医療施設の運営等に対し助成を行っているところ
であり、当該要望を実現することにより医療提供体制の安定的な確保に資するものである。 

要望の措置の 
妥当性 

 
社会医療法人は法人の財産が個人に帰することがなく、公的な事業運営を担う公益性の高い医療法
人であり、その存続・発展を図ることは公益の増進に資する。 
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負担軽減措置等の適
用実績 

  

税負担軽減措置等の
適用による効果（手段
としての有効性） 

  

前回要望時の達成目
標 

 

前回要望時からの達
成度及び目標に達し
ていない場合の理由 

  

これまでの要望経緯 平成１９年度税制改正要望 
平成２０年度税制改正要望 
平成２４年度税政改正要望 
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